
 

 

  
    

  

         

 
 

   
  

  
  

 

    
  

  
 

     
  

 

 

 

    

   
 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 

 

県事協

2021年度 詳しくは共済のしおり（鹿児島支部ホームページ）を

 

組合員の被扶養者が出産するとき

受取代理制度を利用する場合は
「出産育児一時金等支給申請書」
で手続きを行う。

双生児等を出産した場合は，
出生児ごとに給付される。 
請求書は１枚で可。
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利用の有無で添付書類が異なる。注３参照。

産科医療補償制度加入の医療機関等で出産したときの例（注４参照） 
例１：直接支払制度を利用し，法定給付額(420,000円)を出産費用が下回るとき 
　　　420,000円 396,370円(出産費用)＝23,630円→23,630円を記入。 

例２：直接支払制度を利用し，法定給付額(420,000円)を出産費用が上回るとき 
　　　420,000円 435,000円(出産費用)＝△15,000円→０円を記入。 

例３：直接支払制度を利用しないとき 
　　　420,000円(法定給付額)を記入。 
　　　※「直接支払制度　利用の有無」欄の「無」に○をする。

法定給付額 
・産科医療保障制度加入の 
　医療機関等で出産：420,000円 
・産科医療保障制度未加入の 
　医療機関等で出産または在胎週数 
　22週未満での出産：404,000円（死
産を含む）

妊娠13週（85日）以降の流産，死産等または母体保護法に基づく
妊娠４か月以上の胎児の人工妊娠中絶のときにも支給されます。

被扶養者自身が以前加入していた健康保険等
から給付を受けられるときは支給されない。
被扶養者認定から６か月以内の出産の場合に
は確認書類を求められることがある。


